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障害福祉サービスの基盤整備について
～障害福祉計画の「基本指針」～
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１．障害福祉計画の「基本指針」について

○ 「基本指針」は、下記の事項を内容とするものであるが、具体的には、障害福祉計画作成に当たって基本となる

理念、サービス見込量の算定の考え方、計画的な基盤整備を進めるための取組みなど、定めるものとする

・障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本事項

・市町村障害福祉計画及び都道府県障害福祉計画の作成に関する事項

・その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項

○ 市町村及び都道府県は、「基本指針」を踏まえ、平成23年度までの新サービス体系への移行を念頭に置きながら

数値目標を設定し、平成18年度中に平成20年度までを第1期とする障害福祉計画を策定するものとする

第１期計画期間
（１８年度中に策定）

平成１８年春 １９年度 ２０年度

国
の
基
本
指
針

※ 第１期の実績を踏まえ、

第２期計画を策定

第２期計画期間

新サービス体系への移行

障害福祉計画策定
(都道府県、市町村)

基本指針に則して、平成２３年度
を目標において、地域の実情に応
じ、サービスの数値目標を設定

・訪問系サービス

・日中活動系サービス

・居住系サービス

２１年度 ２２年度 ２３年度１８年度

障害福祉計画策定
(都道府県、市町村)

平
成

年
度
の
数
値
目
標

２３
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２．障害福祉計画の基本的理念

１．障害者の自己決定と自己選択の尊重

ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別、程度を問わず、障害者が自らその居住す
る場所を選択し、その必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者の自
立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービスの提供基盤の整備を
進めること

２．市町村を基本とする仕組みへの統一と三障害の制度の一元化

障害福祉サービスに関し、市町村を基本とする仕組みに統一するとともに、従来、身体障
害、知的障害、精神障害と障害種別ごとに分かれていた制度を一元化することにより、立ち
後れている精神障害者などに対するサービスの充実を図り、都道府県の適切な支援等を
通じて地域間で大きな格差のあるサービス水準の均てん化を図ること

３．地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス基盤の整備

障害者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった新たな課題に対応し
たサービス提供基盤を整えるとともに、障害者の生活を地域全体で支えるシステムを実現
するため、身近な地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマルサービス
の提供など、地域の社会資源を最大限に活用し、基盤整備を進めること

市町村及び都道府県は、障害者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念
を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮して、障害福祉計画を作成することが必要である。
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１．全国どこでも必要な訪問系サービスを保障
・立ち後れている精神障害者などに対する訪問系サービスの充実を図り、全国どこでも必要な
訪問系サービスを保障

２．希望する障害者に日中活動サービスを保障
・小規模作業所利用者の法定サービスへの移行等を推進することにより、希望する障害者に
適切な日中活動サービスを保障

３．グループホーム等の充実を図り、施設入所・入院から地域生活への移行を推進
・地域における居住の場としてのグループホーム・ケアホームの充実を図るとともに、自立訓
練事業等の推進により、施設入所・入院から地域生活への移行を進める

４．福祉施設から一般就労への移行等を推進
・就労移行支援事業等の推進により、福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福
祉施設における雇用の場を拡大

障害福祉サービスの基盤整備に当たっては、障害福祉計画の基本的理念を踏まえ、
下記の点に配慮して、数値目標を設定し、計画的な整備を行うこととする

３．障害福祉サービスの基盤整備

（１）基本的考え方
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○ 地域生活支援事業についても、地域の実情に応じ、数値目標を設定し、その事業量の確保のための措置を明
記するものとする。

（２）見込量の算定のポイント

○ 訪問系サービス、日中活動系サービス、居住系サービスのそれぞれについて、現在の利用者数を基礎としつ
つ、障害者のニーズ、近年の利用者の伸び、今後新たに利用が見込まれる精神障害者や小規模作業所利用者
の移行などを見込んだ上で、必要なサービス量を具体的に見込むものとする。

ポイント１

○ 特に、地域生活や一般就労への移行を進める観点から、下記の数値目標を設定するとともに、

この目標を達成するために必要なサービス見込量の設定を行う。

１ 平成23年度末までに、現在の入所施設の入所者の1割以上が地域生活に移行することをめざす

⇒ これにあわせて、平成23年度末時点の施設入所者数を７％以上削減することを基本としつつ、

地域の実情に応じて目標を設定する

２ 平成24年度までに、精神科病院の入院患者のうち「受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者」（以下

「退院可能精神障害者」という。平成１４年患者調査で約７万人）の解消をめざす
⇒ これにあわせて、平成23年度における退院可能精神障害者数の減少目標値を設定するとともに、

医療計画における基準病床数の見直しを進める

３ 平成23年度中に福祉施設から一般就労に移行する者を現在の4倍以上とすることをめざす

⇒ これにあわせて、福祉サイドにおける就労支援を強化する観点から、就労継続支援利用者のうち、
3割は雇用型をめざす

ポイント２

ポイント３
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４．障害福祉計画の作成に当たって留意すべき事項

１．障害者の参加

障害福祉計画の作成に当たっては、サービスを利用する障害者のニーズを適切に把握
するほか、障害者の意見を反映させるために必要な措置を講ずること

２．地域社会の理解の促進

グループホームの設置などサービスの基盤整備に当たっては、障害及び障害者に対する
地域社会の理解が不可欠であり、障害福祉計画の作成に当たっては、障害者本人のみな
らず地域住民、企業など幅広く参加を求めるほか、啓発・広報活動を積極的に進めること

３．総合的な取組み

障害者の地域生活への移行、就労支援などの推進に当たっては、福祉サイドのみならず、
雇用、教育、医療といった分野を超えた総合的な取組みが不可欠であり、ハローワーク、養
護学校等の行政機関、企業、医療機関といった関連する機関の参加を求め、数値目標の
共有化、地域ネットワークの強化などを進めること

障害福祉計画の作成に当たっては以下の点に留意することが必要である
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５．障害福祉計画の目標の達成に向けて

○ 計画目標の達成に向けて、国、都道府県、市町村は、諸施策の着実な実施を図るとともに、地域
全体で障害者を支える力を高める観点から、障害者関係団体、福祉サービス事業者、保健・医療関
係者、企業等の地域ネットワーク（地域自立支援協議会等）の構築、強化を進める。

○ 特に就労支援については、福祉と雇用、教育との連携が重要であり、関係機関が一体となった総
合的な取り組みを進める。

国国

目標達成に向けたネットワークの構築目標達成に向けたネットワークの構築

啓発・広報活動
福祉教育の推進等

施設整備の支援

計
画
目
標
の
達
成

計
画
目
標
の
達
成

地域社会の連携・協力地域社会の連携・協力

障害者関係団体

NPO等民間団体

事業者団体 都道府県

市町村

保健・医療

福祉

雇用

教育

関係行政機関
養護学校等

ハローワーク

保健医療機関
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５．障害福祉計画の目標の達成に向けて（その２）

○ 国においても、施設整備補助等を実施するに当たっては、今日、障害福祉サービスの提供基盤に

大きな地域格差が存在することから、地域格差の縮小を図るとともに、各地域で基本指針に沿って基
盤整備が進められるよう、運用していく。

○ 特に、施設入所・入院から地域生活への移行に向けた取り組みを支援するため、入所施設等が定
員を削減しグループホームへの転換等に併せて建て替えを行う場合、精神科病院が病床を転換して
退院促進支援のための施設を設置する場合などについて、重点的に施設整備への助成を行うなど
の方策を講ずる。

○ 施設入所から地域生活への移行、障害者の就労支援を計画的に推進する観点から、障害福祉計
画において目標値が設定される障害福祉サービスのうち、
①障害者支援施設の入所定員、
②利用期限に定めがない生活介護及び就労継続支援（非雇用型）

については、都道府県が設定した目標値を超えるような場合には、指定しないことができることとする。

障害者自立支援法（抄）

第36条

４ 都道府県知事は、特定障害福祉サービス（「就労継続支援その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービス」）につき第1項の申請があった場合にお
いて、当該都道府県又は当該申請に係るサービス事業所の所在地を含む区域（第89条第2項第1号の規定により都道府県が定める区域とする。）におけ
る当該申請に係る指定障害福祉サービスの量が、同条第1項の規定により当該都道府県が定める都道府県障害福祉計画において定める当該都道府県
若しくは当該区域の当該指定障害福祉サービスの必要な量に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認
めるとき、その他の当該都道府県障害福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第29条第1項の指定をしないことができる。

第38条

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、当該都道府県における当該申請に係る指定障害者支援施設の入所定員の総数が、第89条第1
項の規定により当該都道府県が定める都道府県障害福祉計画において定める当該都道府県の当該指定障害者支援施設の必要入所定員総数に既に達
しているか、又は当該申請に係る施設の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県障害福祉計画の達成に支障を生ずる
おそれがあると認めるときは、第29条第1項の指定をしないことができる。
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１．サービス利用者の将来見通し（１２月５日障害者部会資料抜粋）

２．地域生活移行に向けた取組事例
［事例１］ ・・・・・・・・・・・・・・・北海道

［事例２］ ・・・・・・・・・・・・・・・宮城県

［事例３］ ・・・・・・・・・・・・・・・長野県

［事例４］ ・・・・・・・・・・・・・・・滋賀県

３．精神障害者の退院促進に向けた取組事例
［事例５］ ・・・・・・・・・・・・・・・大阪府

４．就労支援の取組事例
［事例６］ ・・・・・・・・・・・・・・・世田谷区

［事例７］ ・・・・・・・・・・・・・・・神奈川県

［事例８］ ・・・・・・・・・・・・・・・長野県

［事例９］ ・・・・・・・・・・・・・・・大阪市

［事例10］ ・・・・・・・・・・・・・・浜田市

参考資料
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訪問系サービスの
利用者数

日中活動系サービスの
利用者数

居住系サービスの
利用者数

［ 平成１７年度 ］ ［ 平成２３年度 ］

３０万人
４７万人

グループホーム ３万人
９万人

サービス利用者の将来見通し

（１．６倍）

９万人
１６万人

（１．８倍）

小規模作業所 ８万人

小規模作業所 １万人

施設入所者等
２２万人

１６万人

一般就労への移行
者数

一般就労移行者 ０．２万人 ０．８万人

※平成１５年

福祉工場 ０．３万人
就労継続支援（雇用型）

３．６万人

２５万人 ２４万人

福祉施設における
雇用の場

△６万人

＋６万人

※ 計数については、端数処理を行っているため、積み上げと合計が一致しない場合がある
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居住系サービス利用者の将来見通し

入
所
・
入
院 既入所者

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・

ケ
ア
ホ
ー
ム

施設入所者等

１７年度 ２３年度

新体系へ
移行

１５万人

３万人

１６万人

３万人

△６万人

９万人（＋６万人）

１６万人（△６万人）

地域移行
入所からの移行 △１万人
入院からの移行 △５万人

２５万人 ２４万人

新体系へ
移行

福祉ホーム・一般住宅等へ

３万人

＜推計の考え方＞
○ 自立訓練事業等の実施に伴う施設入所からグループホーム・ケアホーム等への移行を推計。
○ 受け入れ条件が整えば退院可能な精神入院患者の退院促進に伴う利用者数を推計。

精神入院患者
（受入条件が整えば退院可能な者）

７万人

２２万人

※

※Ｈ１４患者調査

入所・入院からの移行

※ 計数については、端数処理を行っているため、積み上げと合計が一致しない場合がある
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地域移行に向けた取り組み（北海道の例）

１．知的障害者グループホームの緊急整備

・地域生活支援や定員減を行うケースを優先指定

２．入所施設の機能転換

○障害者施設等の日単位利用（構造改革特区活用）

○入所施設の小規模サテライト化（構造改革特区活用）

・民家等を入所施設のサテライトとして利用

→ 地域での暮らしを経験し、地域移行へ（３年間の有期限）

→ 地域移行に合わせ、グループホーム等への機能転換（定員減）

○ 地域生活に向けた体験型支援

・アパート等において社会生活を体験（最長１ヶ月）

１．知的障害者グループホームの緊急整備

・地域生活支援や定員減を行うケースを優先指定

２．入所施設の機能転換

○障害者施設等の日単位利用（構造改革特区活用）

○入所施設の小規模サテライト化（構造改革特区活用）

・民家等を入所施設のサテライトとして利用

→ 地域での暮らしを経験し、地域移行へ（３年間の有期限）

→ 地域移行に合わせ、グループホーム等への機能転換（定員減）

○ 地域生活に向けた体験型支援

・アパート等において社会生活を体験（最長１ヶ月）

現 状

施設入所者数 １１，６７６人

※ 平成１７年４月１日現在

現 状

施設入所者数 １１，６７６人

※ 平成１７年４月１日現在

実 績

グループホームの整備（H16～17）
・施設から地域へ ２８０人移行
・施設の定員減数 ▲１０１人

小規模サテライトの利用（H17）
・地域移行への訓練 ４６人
（うち機能転換による定員減予定 ▲２８人）

実 績

グループホームの整備（H16～17）
・施設から地域へ ２８０人移行
・施設の定員減数 ▲１０１人

小規模サテライトの利用（H17）
・地域移行への訓練 ４６人
（うち機能転換による定員減予定 ▲２８人）

［事例１］
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地 域

アパート、自宅

グループホーム

その他

施設をグループホームへ転換
（地域に溶け込む）

機能縮小

入所施設の小規模サテライト化（構造改革特区計画）

施設の一部を地域へ移動
（サテライト化）

○民家等を入所施設の一部として位置付け
（定員数は従前どおり）、利用者とともに
地域へ移動

○一部の者は生活経験を経て地域生活へ

○利用者の生活が慣れた段階で、サテ

ライト施設をそのままグループホーム

に転換。

北海道

ステップ１

ステップ２

入所施設

利用者

サテライト

有期限利用（３年間）

一部が地域へ
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地域移行に向けた取り組み（宮城県の例）

現 状

施設入所者数 ２，１７４人

※ 平成１８年１月現在

現 状

施設入所者数 ２，１７４人

※ 平成１８年１月現在

目 標

平成１７年度から２２年度までの間に

施設から地域へ（グループホーム） ３６０人分

日中活動の場 ９９０人分

目 標

平成１７年度から２２年度までの間に

施設から地域へ（グループホーム） ３６０人分

日中活動の場 ９９０人分

みやぎ知的障害
者施設解体宣言

地域移行を推進

○知的障害者グループホーム整備促進事業

→ グループホームの立ち上げ時に備品購入費・建物改修費を補助

○知的障害者地域生活移行型施設機能強化事業

→ 社会福祉法人より「知的障害者地域生活移行推進計画書」の提出を求め、

これに基づき実施される自立訓練事業を補助

○知的障害者グループホーム体験ステイ推進事業

→ グループホームの空室等を活用し、自立した生活を一定期間体験する事業

○重介護型グループホーム支援事業

→ 重度の利用者のため、法定基準を超える世話人等を配置

等

［事例２］
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 グループホームを利用定員

 で新たに５００人分確保
　　　　　（①＋②）

通所型施設等を利用定員で

新たに９９０人分確保
　　　（①＋③＋④）

 *通所型施設等
 ・更生施設（本体施設）
 ・更生施設（分場）
 ・授産施設（本体施設）
 ・授産施設（分場）
 ・デイサービスセンター
 ・福祉工場
 ・デイサービス事業所　等
　

入所施設

宮 城 県
船形コロニー

民間入所施設

住 ま い の 場

日 中 活 動 の 場

在 宅

 
　 養護学校卒業生のうち（在
    宅のままで）進路として通
    所型施設等を利用

         　　　５４０人④
　

養 護 学 校
在 校 生

地域生活移行

　　　３６０人①

地域生活

　　連　携

親元 で 暮 らす
障 害 者

　
　親元からグループホーム
　への自立

　　　　  　１４０人②
　
　②のうち在宅時に既に通所
　型施設等を利用　５０人

　②のうち親元からの自立に
　合わせて新たに通所型施設
　等を利用

　   　　　　　 ９０人③

宮城県

「地域生活移行支援プロジェクト」実施プランによる地域生活移行の推進
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地域移行に向けた取り組み（長野県の例）

(H15～)
西駒郷（注）の地域生活移行を推進
(障害者自律支援室と西駒郷自律支援部を設置)

↓
①地域住民の意識改革
②施設利用者、家族の意識改革
③より開かれた社会の実現

（注）西駒郷・・・県立の知的障害者大規模入所施設
（定員500人）

民間へ波及・地域移行を拡大

・障害者総合支援センター事業

→ 圏域ごとの相談支援体制を構築

・グループホームや日中活動の場の拡充

→ グループホームの施設整備費を補助

→ グループホームの運営費を嵩上げし、

医療的ケア、ナイトケア等にも対応

→ 国補助対象外の施設にも整備費補助

現 状

施設入所者数 ３，１８２人

※ 平成１５年３月末現在

現 状

施設入所者数 ３，１８２人

※ 平成１５年３月末現在

目 標

平成１５年度から１９年度までの間に

施設から地域へ４８０人の移行をめざす
（約１５．１％）

※平成１７年１２月現在２７０人が既に地域へ移行
（約８．５％）

目 標

平成１５年度から１９年度までの間に

施設から地域へ４８０人の移行をめざす
（約１５．１％）

※平成１７年１２月現在２７０人が既に地域へ移行
（約８．５％）

サクセスモデルの実現

信州モデル創造枠事業

［事例３］



18

 求人開拓員 医療・教育
ハローワーク

連携
連携 ホームヘルプ

サービス

精　神

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

身　体

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

知　的
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

生活の場
グル－プホーム

福祉ホーム

生 活 寮

通 勤 寮

アパート

家　庭

障害者総合支援センター(圏域単位)

タイムケア

サービス

インフォーマル
サービス

日中活動の場 相談・支援の窓口 生活の場

働く場

企　業

共同作業所

通所授産施設

小規模通所授産

憩いの場
デイサービス
センター

訓練の場
通所更生施設

就業支援
ワーカー

生活支援
ワーカー

ピア

カウンセラー

本人

療　育

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

障害保健福祉圏域調整会議（センター運営協議会）
運営方針等検討、公平性・中立性の確保

構成：県、市町村、教育、当事者、地域の社会福祉法人等

３障害対応の相談支援センターの実現

１ 圏域ごとに、中核的センターを中心にサテライトを置くなどの地域の状況に合わせた配置を調整する。

２ 地域療育等支援事業等の相談事業を受託した法人は、相談支援のための職員を中核的センター等に派遣するな

どセンター事業の運営に協力する。（最大６法人に分割して委託）

３ 圏域調整会議（センター運営協議会）でセンターの運営方針等を協議し、公平性・中立性を確保する。

運営上の工夫

※

※

※

※

※
※

※

※センター職員

長野県
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目 標

平成１５年度から１９年度までの間に

施設から地域へ「年間５０人」の移行をめざす

※平成１５年度から２か年で３２人が地域へ移行

目 標

平成１５年度から１９年度までの間に

施設から地域へ「年間５０人」の移行をめざす

※平成１５年度から２か年で３２人が地域へ移行

GH・一般住宅等
での暮らしを実現

地域移行に向けた取り組み（滋賀県の例）

現 状

施設入所者数 １，００４人

※ 平成１５年４月１日現在

現 状

施設入所者数 １，００４人

※ 平成１５年４月１日現在

入所待機者など
（ 自宅等 ）

平成１８年１月現在
（ 待機者：322人 ）

入所待機者など
（ 自宅等 ）

平成１８年１月現在
（ 待機者：322人 ）

日中活動場所
（通所施設･企業等）

○障害者グループホーム整備助成事業
○障害者生活ホーム運営助成事業

［事例４］

サービス調整会議
ＧＨ設置検討会

通
所

サービス調整会議による
総合的な地域資源の調整

通所施設運営法人
NPO法人等が運営

整
備

誘
導

地域生活体験モデル事業
GHの体験・トレーニング
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体験型グループホーム事業による地域移行の推進

※４

※1 ※2

※１　本人・家族、関係者から健康や日常生活習慣、今後の生活に関する以降など60項目についての聞き取り。

個
別
ケ
ア
会
議

自
　
　
宅

ア
セ
ス
メ
ン
ト

プ
レ
入
居

個
別
支
援
計
画
の
作
成

※２　必要に応じて、４泊５日のプレ入居サービスを提供し、利用者の状態像を把握。

※３　会議の主な参加者は、市町村担当者、コーディネーター、ケアマネ従事者、通所施設担当者、事業担当など。

※４　体験入居中の他サービスの併用に関すること、地域自立生活移行へ向けたサービス調整について検討。

　
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
単
身
生
活
な
ど

市
・
相
談
職
・
通
所
施
設
な
ど

利
用
相
談

　　支援計画に基づく体験入居
　　サービスの提供（原則３ヶ月間）

入居検討・報告会議（3ヶ月に1回） ※３

　　・定期的なケアカンファレンス
　  ・利用者、家族との面談（月１回）
 
 　再アセスメント、支援計画修正

　

　　入居検討ケース
     　　　　　(入居1.5ヶ月前）

・入居目的、障害状況、
 退居後の生活に関する
 意向に関すること

　　現入居者ケース
　　　　　　　　(入居1.5ヶ月後）

・入居者の支援計画に関
 すること
・退居後の生活に関する

  こと

　　　退居者ケース
　　　　　　(退居1.5ヶ月後）

・退居後の生活の様子に
　関すること

　　個別ケア会議 ※４

体験型グループホーム事業

滋賀県

滋賀県社会福祉事業団 企画事業部
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精神障害者の退院促進に向けた取組事例（大阪府の例）［事例５］

 

必要に応じて、ケア会議開催

 
 

【概要】
地域生活支援セン
ターによる退院後の
フォローにつなぐ。

自 立 生 活
サ ポ ー ト

【概要】
社会的入院者の解消
のため、地域生活支
援センターの機能強
化（ケアマネジメント従
事者の配置）を図り、
計画的、効果的な退
院に向けた訓練・支援
を行う。

（圏域における関係機関組織）

○　地域生活支援センターの機能強化を図り、精神障害に係る社会的入院者の地域生活移行に向けた支援と、退院後の自立生活を支える
　 フォローアップを府内全域で実施

地域生活移行
サ ポ ー ト

病
院
か
ら
地
域
社
会
へ

    ・ 自立支援員の活動拠点
    ・ ケアマネジメント従事者の配置

   地域における自立生活支援
・　相談等を通じた日常生活のフォロー
・  社会資源の活用によるフォロー

連　携

ネットワーク化

精神障害者社会復帰促進協会
（社会復帰支援団体）

●自立支援員の雇用・管理

精神障害者地域生活支援センター

　保　　　健　　　所　（大阪府の場合）

自立支援促進会議（※）
（圏域における関係機関組織）

●圏域内病院の事業対象者の把握・事業対象
者の選定

●基本的ケア（地域生活移行支援）
　計画策定効果と要因の分析

●圏域内社会的入院解消のための
　課題と解決方策検討・進捗把握、
　研修の実施

退院に向けた訓練・支援
○小規模通所授産施設等の通所支援　　○グループホームへの宿泊体験、　等

大　　阪　　府
運営委員会（事業推進の関係機関組織）

●事業全体の進捗管理

大阪府こころの健康総合センター

委託

委託

支援

支援

平成１２年～１５年
　（４年間）の実績

○支援利用者 ： １２１人
○退　 院　 者 ：   ６８人
　　　　　　　　　（56.2％）

地域の精神科病院

　・　保健所
　・　病院・診療所
　・　支援センター
　・　市町村
　・　社会復帰施設
　・　その他

自立支援促進会議
の構成員

　退院後の生活に向けたケアマネジメント実施

退　　　　　　院

連携

支援

※

連　携
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雇用・就業に関わる地域支援ネットワーク（世田谷モデル）

○ 商工会議所・青年会議所・養護学校・区の4者で「障害者雇用促進協議会」を設立し、障害者雇用促進のため の啓発活動（事業

所見学、就労関係勉強会、各種イベントの開催）を実施し、高い就労率を実現。

商工会議所

養護学校青年会議所

障害者雇用促進協議会

世田谷区

【地域の資源】

○商店街連合会
○工業振興会
○一般企業
○福祉施設
○障害者団体
○ハローワーク
○職業センター 等

保護的就労
・社会福祉協議会
・社会福祉事業団

・サービス公社

有機的な連携

・知的障害者就労支援
センター「すきっぷ」

・知的障害者通所授産施設
砧工房分場
「キタミクリーンファーム」

・精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

・就労障害者生活支援センター
「クローバー」

・ 〃 分室「祖師谷」（仮称）

・精神障害者就労支援
センター「しごとねっと」

・障害者就業・生活支援
センター（国事業）

連
携

連
携

連
携

［事例６］ 就労支援の取り組み（世田谷区の就労支援NWの例）
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相
談
・
活
動

参
加

就労支援

世田谷区障害者就労支援ネットワーク

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

福祉的 就労支援

「障害者支援情報
センター（HASIC）」
作業仲介100件（16年度）

保健福祉センター

精神障害者就労支援センター
「しごとねっと」
○就労相談・求職活動・職場定着支援

就労者数33名（17年3月現在累計）

【障害者就業・生活支援センター】
就労者数42名（16年度）（国事業）

就 労 相 談 支 援

就 労 移 行 支 援

企 業

一般就労

就労支援

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」
【通所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」
【通所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

就
労

支
援

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

○短期訓練（現状評価・訓練）

訓練者数12名（17年3月現在累計）
○精神障害者自立支援型就労育成モ

デル事業

生 活 支 援

就労障害者生活支援センター
「クローバー」
一般就労している障害者の安定した
就労生活支援のため、職業生活にお
ける相談・面接等を実施

就労障害者生活支援センター
「祖師谷」（仮称）
就労障害者の活動拠点

連携

連携

「障害者雇用促進協議会」
商工会議所・青年会議所・養護学校・区
の4者で設立。企業等に対し障害者雇
用促進のための啓発活動を実施
○事業所見学
○就労関係勉強会
○雇用促進イベントの開催 等

普
及

啓
発知的障害者授産施設分場

「キタミクリーンファーム」
就労対象者13名（17年3月現在累計）

知的障害者授産施設分場
「キタミクリーンファーム」

就労対象者13名（17年3月現在累計）

斡旋・紹介

連
携

連携

連
携

連
携
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就労支援

就労支援

NPO法人障害者雇用部会（神奈川県）を中心とした就労ネットワーク

特例子会社23社
（県内16社）

特例子会社23社
（県内16社）

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者
を対象に、職業内容に応
じた就労の場の確保と
職場定着を支援

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者
を対象に、職業内容に応
じた就労の場の確保と
職場定着を支援

一般企業一般企業

【支援ネットワーク】

○月例会の開催（県内130名程度が参加）
（1/3企業、1/3福祉、1/3教育関係）

○企業対象セミナーの開催
○企業見学会
○特例子会社設立支援
○企業開拓
○養護学校等における講演会 等

福祉施設福祉施設

行政機関行政機関

委託訓練の実施委託訓練の実施
企 業 等

就 労

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
の
実
施

ハローワーク
ハローワーク

能力開発校
能力開発校

委託訓練
利用申込

【育成支援】

○仕事・雇用側

ニーズ・実習の

場の提供、評価

委託訓練後就労者45名

教育関係・養護学校教育関係・養護学校

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

行政機関 雇
用就

労

ＮＰＯ法人 障害者雇用部会ＮＰＯ法人 障害者雇用部会

就労者1,192名
（うち特例子会社452名）

（17年3月末累計）

コーディネート

マッチング

［事例７］ 就労支援の取り組み（神奈川県の就労支援NWの例）

○ 障害者の雇用促進を図るため、ＮＰＯ法人を設立し、就労を希望する障害者と委託訓練先の企業とのマッチングや、支援ネット

ワークを活用した就労支援により多くの就労を実現。
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受講 就  職 

長野県における就労支援ネットワークの概要 

 
 

 

就       職 

受
講
申
込 

ハローワーク 
 

障害者職業訓練コーディネーター 
 
【拠点校（長野、松本）に配置】 

 
 
  

委託訓練の実施 
○訓練コース 
①知識・技能習得コース 
②実践能力習得訓練コース 

 
【委託先】 
企業、社会福祉法人、 
ＮＰＯ法人、民間教育機関等 

地方事務所（10カ所） 
求人開拓員（10人） 

障害者総合支援センター（10圏域） 
・保健・福祉サービス利用の援助、調整 
・地域における生活全般に関する相談支援 
・就業に関する相談支援等 
・就業支援ワーカー（11人） 
 就職及び職場定着支援に係る相談支援やハロ

ーワーク、求人開拓員との連絡調整等 
・生活支援ワーカー（14人） 
・障害別コーディネーター（43人） 

連
携 

障 
害 

者 

連 
 

携 企 
 
 
 業 
 
 

等 

求人情報の収集、求職者情報の提供 

・障害者雇用についての相談 
・職場定着支援等 

相談支援

等 

求職 
登録 

受講 
あっせん 

委託契約 
訓練のサポート、調整 

連携・協力 
求人、求職

情報のや

りとり 
 

・就労に関す 
る相談 

・就職準備支援 
・企業面接同行 
・職場定着支援 

 

職場訓練の 
調整など 

相談・支援 

ケース会議等 

受託先開拓 

訓練コーディネート 

 障害者職業訓練コーディネーターを中心として、県内 10カ所の福祉圏域ごとに設置された障害者総合支援センターやハローワーク
との障害者の就職に至るまでの連携・協力のネットワークを構築。 

［事例８］

就労支援の取り組み（長野県の就労支援NWの例）
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［事例９］
就労支援の取り組み（大阪市の就労支援NWの例）

事業所

　一般就労

ハローワーク

・ 職業相談
・ 求職登録
・ 受講指示

大阪市職業リハビリテーションセンター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔職業能力開発施設〕
　・ 職業訓練（情報処理、製造）
　・ ｅラーニングによる遠隔教育訓練
　・ 知的障害者の情報処理訓練
　・ 障害者委託訓練　　・ バーチャル工房支援事業

○　障害者職業能力開発施設と障害者就業・生活支援センターを中心とするネットワーク（Ｖ－ＳＩＥＮ）と、労使団体、事業
　主等が中心となるＮＰＯ法人のネットワーク（ＮＰＯ法人大阪障害者雇用支援ネットワーク）が相互に連携。

V－SIEN

連合大阪

大阪市障害者就業・生活支援センター

・ 求職活動支援
・ 職場実習のあっせん
・ 職場定着支援
・ 事業所支援
・ 日常生活・社会生活支援
・ 地域生活支援
・ 関係機関との連絡調整

NPO法人大阪障害者
雇用支援ネットワーク

・ 中央センター／総合相談室
・ 南部地域就労支援センター
・ 南西部地域就労支援センター
・ 西部地域就労支援センター
・ 淀川地域就労支援センター
・ 北部地域就労支援センター
・ 南部地域就労支援センター西成分室

関西経協

大阪市職業指導センター　　　　　〔職業能力開発施設〕

・ 職業訓練（紙器加工、園芸）
・ ホームヘルパー養成

　

・求人開拓
・職業紹介
（ﾄﾗｲｱﾙ雇用）　

　

　

　

大阪市就業支援機関

地域障害者職業センター福祉施設・作業所

養護学校等

行政機関

連携連携連携

連携

〔同一の社会福祉法人が運営〕

・ 障害者のインターンシップ事業
・ 労使合同雇用フォーラム、広報啓発
・ 企業顕彰制度の実施
・ 事業所相互の情報交換、交流会
・ 特例子会社設立支援
・ 市民参画事業（就労支援ボランティア
　養成・派遣、市民カフェ）　　　等

地域住民

参画
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［事例10］
就労支援の取り組み（浜田市の就労支援NWの例）

自宅
単身生活

○　一つの社会福祉法人が、一般就労に向けた就労支援を行う施設（授産施設等）及び生活支援を行う施設（グループホーム等）
　の双方を運営するとともに、障害者就業・生活支援センターを運営し、地域における就業面及び生活面の一体的な支援を実施。

（社福）いわみ福祉会

事業所

一般就労

就労支援

　　　　くわの木＆あゆみ
　　　　くわの木＆あゆみ分場
　　　　杉の子作業所　　　　　　　　　　　　　　〔通所授産施設〕

　　　　　　・　一般就労を目指した通過施設として作業訓練を実施

　自立訓練センター桑の実工房
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　〔独自運営施設〕

・ 一般就労へ移行させるための職業リハビリテーション
　施設として障害種別を問わず受け入れ。
・ 離職した障害者も受け入れ、再就職を支援。

　　　　　　　　　　　島根西部障害者就業・生活支援センター「レント」

　　　　　　　　　・ 求職活動支援、職場実習支援
　　　　　　　　　・ 就労継続支援（関係機関と合同の職場訪問）
　　　　　　　　　・ 地域生活支援（グループホーム、単身生活者）
　　　　　　　　　・ 本人活動支援（余暇活動、交流会）
　　　　　　　　　・ 雇用支援者（ボランティア）の養成、啓発

生活支援

福祉ホーム
〔１カ所〕

生活ホーム
〔４カ所〕

浜田圏域障害者生活支援センター

〔地域生活支援センター〕
〔地域療育等支援事業〕

〔知的・身体・児童居宅介護事業〕

グループホーム
〔９カ所〕

入所更生施設
〔１カ所〕

通所更生施設
〔１カ所〕

事業所

一般就労

事業所

一般就労

委託
訓練

支援

地域生活移行 養護学校

個別 　進路相談

地域住民

ボランティア
養成、参画

社会福祉協議会

商工会議所
連携

地域
生活支援

行政機関連携

地域生活
移行

本格的な
就労訓練

　支援

ジョブコーチ
支援

　

支援

支援

ハローワーク

・ 求職登録
・ 職業相談
・ 職業紹介
・ 求人開拓　 　

地域障害者
就労支援事業

トライアル
雇用


